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2016 年 5 月 19 日 

各      位 
会  社  名  株 式 会 社 日 立 国 際 電 気  

代 表 者 名  執 行 役 社 長  佐 久 間 嘉 一 郎  

( コ ー ド 番 号 6 7 5 6  東 証 第 一 部 ) 

問 合 せ 先  Ｃ Ｓ Ｒ 本 部 長  堀 内  啓 

TEL 03-6734-9401 

 

 

支配株主等に関する事項について 
 
 
１．親会社の商号等 

   (2016 年 3 月 31 日現在) 

名    称 属性 
議決権所有割合 （％） 発行する株券等が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

(株)日立製作所 親会社 51.8  0.0 51.8 
(株)東京証券取引所   市場第一部 

(株)名古屋証券取引所 市場第一部 

 
 

 

２．親会社の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社との関係 

株式会社日立製作所（以下「日立製作所」といいます。）及びそのグループ企業は、2016 年 3 月 31 日現

在、当社の議決権の 51.8％を保有しており、当社取締役６名のうち、１名の社外取締役は日立製作所の代

表執行役を、１名の社外取締役は日立製作所の執行役及びグループ企業の社外取締役を、１名の社外取

締役はグループ企業の社外取締役をそれぞれ兼任しております。 

日立製作所との間では製品の売買、日立グループ・プーリング制度に基づく金銭消費貸借等の取引関係が

あり、日立製作所のグループ企業との間では製品の売買、役務の提供等の取引関係があります。 

当社は、日立グループが保有する技術開発力、ブランドその他の経営資源を有効活用することに 

よって企業価値を向上させるため、経営の独立性を保ちつつ、日立グループの企業理念を共有し、研究開

発、営業活動、調達活動、人事交流等において日立製作所及びそのグループ企業との連携・協力関係を積

極的に構築しております。 

当社取締役会において、日立製作所及びそのグループ企業の役員を兼務する取締役は６名中３名です

が、そのうち１名は日立グループからの独立性の高い社外取締役であり、さらに日立グループから独立した

社外取締役１名が就任しています。これらを基礎として、取締役会は多様な意見に基づく議論を経て事業運

営の基本方針を決定していることから、親会社からの一定の独立性は確保されていると認識しております。ま

た、当社の事業活動は、日立製作所及びそのグループ企業との取引に大きく依存する状況にはなく、当社

の親会社からの独立性に影響を与えるものではありません。なお、個別の取引については市価を基準に公

正に行っております。 
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（役員の兼任状況）                                    （2016 年 3 月 31 日現在） 

役 職 氏 名 
親会社等及び 

そのグループ企業での役職 
就 任 理 由 

取締役会長 

社外取締役 
齊藤 裕 

㈱日立製作所 代表執行役 

執行役副社長 

当社事業と関わりの深い社会インフラ分

野や情報・通信システム分野で企業経営

に携わっており、経営に関する高度な知

識や豊富な経験に基づく意見や助言が当

社の経営の透明性や健全性の確保・向上

に資すると判断したため 

社外取締役 三田村 秀人 

日立建機㈱ 社外取締役 外交官としての豊富な知識や経験を有し、

当社の意思決定に影響を与える人的・資本

的関係、取引関係等も有していないことか

ら、当社の経営の透明性、健全性、公平性

の確保・向上に資すると判断したため 

社外取締役 清水 章 

㈱日立製作所 

日立マクセル㈱ 

執行役常務 

社外取締役 

国際事業分野において企業経営に携わっ

ており、経営に関する高度な知識や豊富な

経験に基づく意見や助言が当社の経営の

透明性や健全性の確保・向上に資すると判

断したため 

 
３．親会社との取引に関する事項 

当連結会計年度(自 2015年4月1日 至 2016年3月31日) 
 

種類 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合（％） 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社 
(株)日立 
製作所 

東京都 
千代田区 

百万円 
458,790  

電気機械器
具の製造、
販売 

被所有 
直接 51.8 
間接  0.0 

当社の電子
機器等の販
売、役員の
兼任 

映像・無線
ネットワーク
の製品販売 
    （注）1 

6,025 
（注）3 

売掛金 5,123 

前受金 109 

日立グルー
プ・プーリン
グ制度に基
づく資金の
預け入れ 

26,125   
（注）4  

グループ 
内預入金 

26,626 

資金の預け
入れに伴う
受取利息 

 （注）2 

27 受取利息 － 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注)1.取引金額については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上決定しておりま

す。 

      2.資金の預け入れについては、市場の実勢レート等を勘案して決定しております。 

      3.取引金額は、消費税等抜きで表示しております。 

      4.取引金額は、期中平均残高を表示しております。 

 

４．親会社との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

日立製作所と日立製作所以外の少数株主の利益が実質的に相反するおそれがある取引等の実施にあた

っては、取締役会が必要に応じて外部の専門家の意見も聴取し多面的な議論を経て方針を決定しておりま

す。また、日立製作所との個別の取引については、取引一般に関する社内規則に則り市価を基準に公正に

行っております。 
以  上 
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